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午前１０時００分 開議

○議長（小比類巻正規君） おはようござい

ます。

出席議員は定足数に達しておりますので、

会議は成立いたします。

本日の議事は、お手元に配付しております

議事日程第２号をもって進めます。

─────────────────

◎日程第１ 市政に対する一般質問

○議長（小比類巻正規君） 日程第１ 市政

に対する一般質問を行います。

お手元に配付しております一般質問一覧表

のとおり進めます。

春日洋子議員の登壇を願います。

○１２番（春日洋子君） おはようございま

す。

１２番公明党の春日洋子でございます。通

告の順に従い質問してまいります。

はじめに、行政問題の１点目、イクボスに

ついてお伺いします。

１１月号の広報みさわに「イクメン×イク

ボスが求められる理由」との特集記事が掲載

されました。

ここで、一部引用しながら述べてみたいと

思います。

育児や家事に積極的な父親を指すイクメン

が当たり前になってきた今、イクボスという

言葉が注目されています。

イクボスとは、従業員や部下の育児参加に

理解のある経営者や上司のことであり、上

司・部下の関係が生じる組織では、イクメン

を後押しするのが、よりよいイクボスの存在

です。

働きやすい環境が望ましいのは、育児をし

ている父親や母親に限ったことではありませ

ん。家族の介護を行う人、自分の夢の実現を

目指す人、時間を大切にしたい人へも支援は

必要です。

そこで、子育て世代に限らず、誰もが働き

やすい環境を実現するため、鍵を握る存在と

して注目されているのが、組織を管理する、

理解ある上司の存在です。

イクボスが中心となって、働きやすい職場

環境を実現した企業からは、社員のプライ

ベートが充実したことで、社員の視野が広が

るとともに仕事への意欲が高まった、社員の

体調不良や事故、離職率が減少した、生産性

が向上し、業績にプラスになったなどの成果

が報告されており、社員の満足度と企業の業

績は比例するとも言われることから、イクボ

スは福利厚生の言葉ではなく、立派な経営戦

略であると言われています。

組織の全ての人が働きやすい職場環境、そ

れを目指し、実現するイクボスについて学ぼ

うと考え、１１月２７日、国際交流教育セン

ターにおいて開催されたイクボス講演会に参

加いたしました。

当日、講師を務められた、イクメンやイク

ボスの必要性、重要性を広めているＮＰＯ法

人ファザーリング・ジャパンでは、イクボス

を、職場でともに働くスタッフの仕事と生活

の両立、いわゆるワークライフバランスを考

え、組織も業績も結果を出し、みずからも仕

事と私生活を楽しめる上司としています。

部下のために、また、上司自身のために

も、働き方改革が必要であり、そして、誰も

が活躍できる組織にするために、新しい働き

方をすることにより、業績やサービスの質な

ど、組織の成果が高まると言われています。

そこで、イクボスの存在があらゆる組織に

求められている今、企業のみならず、本市に

おいても率先してイクボスに取り組むことが

重要であると考えますことから、市長の御見

解をお伺いします。

次に、行政問題の２点目、結婚新生活支援

事業についてお伺いします。

厚生労働省によりますと、２０１５年の結

婚件数は６３万５,１５６組で、戦後最少を

更新したとのことです。

男女の結婚に対する価値観の違いや出会い

の場が少ないことなどが挙げられています

が、結婚したくても経済的な理由で踏み出せ

ない若者が多いと言われます。

国立社会保障・人口問題研究所が結婚の意
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思のある未婚者を対象に、１年以内に結婚す

るとしたら何が障害になるかを調べたとこ

ろ、結婚資金との回答が最も多く、次に、結

婚のための住居との回答が続いています。経

済的な理由で結婚に踏み出せない若者がふえ

れば、出生率の低下につながり、少子化が進

むおそれもあります。

内閣府が２０歳代、３０歳代の未婚、結婚

３年以内の男女を対象に、結婚を希望する人

に対して、行政に実施してほしい取り組みを

聞いたところ、結婚や住居に対する資金貸与

や補助支援を挙げた人が４２.３％に上って

いたとのことです。

国においては、２０１５年度補正予算に結

婚新生活支援に関する補助金をはじめて盛り

込みました。夫婦合計で年間所得３００万円

未満の新婚世帯を対象に、結婚に伴う住居費

や引っ越し費用に、国と自治体で最大１８万

円を交付する内容ですが、国が必要な経費の

４分の３を補助し、残りの４分の１を自治体

が負担するものです。

さらに、２０１６年度第２次補正予算案に

も、結婚新生活支援事業補助金として１０億

３,０００万円が盛り込まれ、来年度の予算

概算要求にも６億１,０００万円が盛り込ま

れているとのことでした。

若者が住み続けられるようになれば、人口

流出に歯どめをかける効果が期待できること

から、結婚新生活支援事業について、本市の

御見解をお伺いします。

次に、行政問題の３点目、図書館カフェの

開催についてお伺いします。

良書との出会いが人生を豊かにする。１０

月２７日は文字・活字文化の日。そして、１

１月９日までは、ことしで７０回目となる読

書週間でした。

人それぞれ読書の楽しみ方があります。武

蔵野市や武雄市、多賀城市など、全国には図

書館を利用されている方がコーヒーを飲みな

がらゆっくり本を読める、カフェのある図書

館も存在しますが、新たにカフェスペースを

確保しての併設は難しい状況です。

そこで、事業として実施してはどうかとの

発想で、埼玉県新座市では、図書館前広場に

椅子とテーブルを用意し、新座市社会福祉協

議会登録ボランティア団体の協力でコーヒー

とクッキーを販売、心地よい秋空のもと、く

つろいだ雰囲気の中で読書とコーヒーを楽し

んでいただいたとのことでした。

そこで、少しでも図書館利用者の方に喜ば

れ、さらに読書への親しみを持つ機会となる

よう、本市ならではの図書館カフェの開催に

ついて、御見解をお伺いします。

次に、防災問題のツイッターによる災害時

の情報収集についてお伺いします。

災害発生時には、停電や通話規制により、

電話回線がつながりにくくなり、携帯電話や

固定電話による通話はほぼ不可能になるな

ど、さまざまな状況が予測されます。

そうした中、有事に備え、災害情報を状況

に応じて利活用できる体制を整えることが必

要ではないかと考えます。

ＳＮＳは、インターネット回線で連絡がと

り合えるため、震災時の安否確認や情報収集

に向いている手段と言われ、また、個別に連

絡をとらずとも、互いに安否をつながってい

る人たち全てに連絡できるので、非常に効率

的な連絡手段と言われます。

さて、自然災害の多い日本において、情報

収集として、「#○○市災害」と入れた情報

の提供を市民に呼びかけている自治体があり

ます。災害時のリアルタイムの被災情報は、

迅速な災害対応を図るために非常に有益と考

えます。

そこで、ツイッターによる災害時の情報収

集導入ついて、本市の御見解をお伺いしま

す。

次に、健康問題の簡易がんチェックシステ

ム「がん検診のすすめ」の導入についてお伺

いします。

「がん検診のすすめ」は、肺がん、胃が

ん、大腸がん、乳がん、子宮がんの５種類の

がんリスクが、それぞれ１０から１５の設問

にチェックを入れると判定できます。
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例えば肺がんを選ぶと、たばこを１日に吸

う本数掛ける吸った年数が６００以上であ

る、風邪など呼吸系の病気にかかりやすいな

ど、１０の設問があり、当てはまるものに

チェックを入れるだけです。

携帯電話やスマートフォン、パソコンから

気軽にアクセスでき、その場ですぐに判定結

果を知ることができます。判定結果の画面で

は、市内で検診を実施している医療機関や、

がんの予防に関する情報、相談窓口などを案

内します。

がん検診の受診率は全国的にも低い傾向に

あり、本市においても例外ではありません。

そこで、自身のがんリスクに関心を持ち、検

診を受けるきっかけになるものと考えますこ

とから、「がん検診のすすめ」の導入につい

て、本市の御見解をお伺いします。

最後に、福祉問題のヘルプカードの普及促

進についてお伺いします。

県は、この１０月から、義足や人工関節を

使用している方、内部障害の方または発達障

害の方など、援助や配慮を必要としているこ

とが外見からはわからない人が、周りに配慮

や支援を求めるときに提示する外出時用のヘ

ルプマークと、緊急時、災害用のヘルプカー

ドを県内市町村を通じて無料で配付すること

といたしました。

ヘルプマークはこちらでございます。（パ

ネルを提示しながら）赤い十字、そして、

ハートのマークがついている、こちらがヘル

プマーク。そして、これをあしらったのがヘ

ルプカードとなってございます。

ヘルプマークは、交通機関での移動時や買

い物などの外出時に、周囲に障害者であるこ

とを知ってもらうために、かばんなどに取り

つけられるようになっており、このマークを

見かけたら、電車やバスで席を譲る、困って

いるようであれば声をかける等、思いやりの

ある行動が求められています。

また、ヘルプカードは、緊急時や災害時に

周囲に支援を求めるためのものであり、手助

けが必要な人と手助けできる人を結ぶカード

であり、氏名や連絡先、疾患名、お願いした

いことを記入できるようになっていることか

ら、障害のある方からヘルプカードの提示が

ありましたら、記載されている内容に沿って

支援をお願いしたいとしています。

そこで、これまでの本市における配付状況

と、市民への周知方法についてお伺いしま

す。

以上で、私の質問を終わります。御答弁を

よろしくお願いいたします。

○議長（小比類巻正規君） ただいまの春日

洋子議員の質問に対する当局の答弁を求めま

す。

市長。

○市長（種市一正君） おはようございま

す。

ただいまの春日議員御質問の行政問題の第

１点目、イクボスへの取り組みについては私

から、その他につきましては教育長並びに担

当部長からお答えをさせますので、御了承願

いたいと思います。

近年、子育てに積極的な男性をあらわす言

葉として、イクメンという言葉が聞かれるよ

うになっておりますが、最近では、職場の部

下の仕事と私生活の両立に配慮しながら、業

績も向上させ、自分の私生活も充実させる人

のことをいう、いわゆるイクボスという言葉

が登場し、全国の事業所において、普及に向

けた取り組みが進められております。

当市では、三沢市総合振興計画に基づく男

女共同参画社会の確立の一環として、これま

で働く人のワークライフバランスの啓発に取

り組んでまいりましたが、去る１１月２７日

には、特定非営利活動法人ファザーリング・

ジャパンの川島理事長を講師に招いて、イク

ボス講演会を開催いたしました。

市内外から来られました２７名の参加者の

感想を見ますと、ワークライフバランスは個

人のためだと思っていたが、組織のためでも

あると理解できた。うちの会社にも講師を招

いて、従業員に話を聞かせたいなどと大変好

評をいただいたところであります。
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市内では、既にイクボスがふえている事業

所もあるものと考えておりますが、全体とし

ては、まだこれからだと思われますので、い

わゆるイクボスシティと呼ばれるようなまち

になることを目指して、市も率先して取り組

んでまいりたい、このように考えておりま

す。

私からは、以上であります。

○議長（小比類巻正規君） 政策部長。

○政策部長（山本剛志君） 行政問題の第２

点目、結婚新生活支援事業についてお答えい

たします。

全国的に未婚化・晩婚化が進んでいること

から、地域の少子化対策として国により創設

された結婚新生活支援事業は、経済的理由で

結婚に踏み出せない世帯に対し、結婚に伴う

新生活を経済的に支援する事業であり、当該

事業を実施した自治体には国が支援すること

となっております。

この結婚新生活支援事業は、世帯所得３０

０万円未満の新規に婚姻した世帯に対し、１

８万円を上限として、新居の住宅取得または

賃貸及び引っ越しに係る経費について支援す

るものであります。

内閣府の発表によりますと、全国で１２５

の市町村が実施または実施予定となってお

り、青森県内では、板柳町が本年９月から実

施しているところであります。

当市におきましても当該事業の活用は可能

でありますが、他自治体の取り組みや実績な

どについて調査するとともに、当市の現状に

適した結婚支援のあり方について研究する必

要があると考えております。

いずれにいたしましても、少子化対策は、

国はもとより地方においても重要な課題であ

りますことから、定住化促進対策とあわせ

て、結婚支援についても取り組んでまいりた

いと考えております。

以上でございます。

○議長（小比類巻正規君） 教育長。

○教育長（吉田 健君） 行政問題の第３点

目、図書館カフェの開催についてお答えいた

します。

三沢市立図書館の運営につきましては、平

成２０年度から指定管理者制度に移行し、現

在は生涯学習課が所管し、指定管理者が業務

を行っております。

現在の運営状況は、年間入館者数約１２万

人、貸し出し者数約３万人、貸し出し冊数約

１０万冊と、毎年度ほぼ横ばいで推移してい

る状況となっております。

運営のコンセプトといたしましては、三沢

市立図書館にようこそをキャッチフレーズと

し、市民団体と連携した市民参画型図書館の

展開、市民に親しまれ気軽に利用できる、に

ぎわいのある図書館の推進などを重点目標に

掲げ、子供から大人まで全ての世代への読書

機会の提供を推し進めております。

主な事業といたしましては、企画展示、子

供展示、健康支援コーナー展示などのほか、

イベントとして、図書館わくわくトーク、図

書館シネマ、書庫開放デー、英語で読み聞か

せ、リサイクルブックフェア、ビブリオバト

ル、バリアフリー映画上映会、製本講座、調

べる学習コンクールなど、数多くのイベント

を実施しております。

１０月２７日から１１月９日までの読書週

間の期間に開催されたものといたしまして

は、幼児・児童への絵本の読み聞かせ、図書

館の活用方法を学ぶイベント・図書館探検

隊、読み聞かせのデモンストレーションを実

施し絵本をプレゼントするブックスタート、

読書推進協議講演会、「秋のおはなし会」な

どの事業を実施いたしました。

御質問の図書館カフェの開催につきまして

は、近年、急速に他の公立図書館等において

事業展開が進められてきており、当市におい

ても一昨年度から、現在設置してある休憩飲

食スペースの機能を向上させてはどうか、図

書館のデッドスペースを活用したカフェス

ペースはつくれないか、イベントとあわせて

の実施はどうか、メニューや経費的な運営面

はどうするのかなどの話し合いを進めてきて

おります。
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今後におきましては、三沢市立図書館協議

会の御意見を伺うとともに、指定管理者と協

議を進め、連携しながら、来年度試行的に開

催する方向で考えており、市民が読書に親し

めるような取り組みや、図書館を利用したく

なるような環境づくりに努めてまいることと

しております。

以上でございます。

○議長（小比類巻正規君） 総務部長。

○総務部長（小泉富男君） 防災問題のツ

イッターによる災害時の情報収集についてお

答えいたします。

災害時に収集すべき情報としては、電気、

水道、通信、交通などの公共性の高いインフ

ラの状況や市内で発生している火災や建物倒

壊等の被害状況などが挙げられます。これら

の情報は、発災直後においては、人命救助

に、また、復旧・復興期においては、広域的

な支援として、物資や病院の効果的な配分、

さらに、復旧施策の立案などに反映されるこ

とになります。

ツイッターは、利用者がインターネット上

で１４０文字以内の短文を発信する簡易投稿

サイトのことで、利用者がツイッター上で文

章を発信することをつぶやくと言いますが、

そのつぶやいた内容を他のツイッター利用者

がすぐに読むことができ、その内容をコピー

して、どんどん広めて多くの人に情報を知ら

せることができます。

このツイッターは、無料で登録ができるこ

とから利用者も多く、電話が不通となる大き

な災害時においては、自分の状況を投稿して

おくことで、安否確認や連絡手段の一つとし

て有効であると考えられます。

埼玉県の和光市では、ツイッターの投稿内

容が検索しやすくなるハッシュタグを活用し

た情報収集訓練を実施したところ、その後に

発生した水害時には、市民から自発的にハッ

シュタグを使用した投稿が発信され、情報共

有に役立ったという事例がある一方で、ツ

イッターを通じて間違った情報が流れたり、

刻々と変わる内容の情報が既に古くなってい

るにもかかわらず、ツイッターの中では最新

情報のように流れてしまうといった問題や、

過激な意見が飛び交い炎上する騒ぎも発生し

ております。

また、先月２２日朝に発生した福島県沖を

震源とする地震では、津波、やばいという文

言とともに、東日本大震災時に撮影された福

島第二原発の津波写真が投稿されたり、熊本

地震では、動物園からライオンが逃げ出した

といううその情報が流され、その情報を流し

た者が偽計業務妨害の容疑で逮捕されたとい

う事件まで発生しております。

このようなことから、ツイッターは多角的

な情報収集方法の一つとして活用することも

できますが、その反面、正しい情報を見分け

る目を持つことが重要でありますことから、

当市でのツイッターによる災害時の情報収集

につきましては、まずは他の自治体における

運用基準や体制などを調査・研究し、総合的

に検討した上で、取り入れるかどうか判断し

てまいりたいと考えております。

以上でございます。

○議長（小比類巻正規君） 市民生活部長。

○市民生活部長（繫 範雄君） 健康問題に

ついてお答えいたします。

現在、我が国のがんによる死亡者数は年間

３０万人を超え、死亡原因の第１位を占める

ようになりましたが、診断と治療の進歩によ

り、一部のがんでは、早期発見、そして早期

治療が可能となってきております。

がん検診は、こうした医療技術に基づき、

がんの死亡率を減少させることができる確実

な方法と言われております。

当市が行っておりますがん検診は、健康増

進法に基づく健康増進事業及び三沢市総合振

興計画に基づき、各種がんの早期発見、早期

治療、健康維持を目的に実施しております。

がん検診の対象となるそれぞれの年代の

方々に個別通知をしているほか、広く市民に

対しては、広報みさわや市のホームページを

はじめ、保健師による各地域での健康相談や

健康教育、そして、検診の待ち時間を利用し
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ての講話など、がん検診の重要性をさまざま

な機会を通して周知、啓発しているところで

あります。

また、未受診の方々には、はがきによる個

別勧奨を行っておりますが、がん検診の受診

率は２０％から３０％台にとどまっており、

そのうち、精密検査が必要と判定された方の

受診率も６０％から８０％台となっているの

が実情でございます。

がん検診の受診率向上対策といたしまして

は、本年６月から健康ポイント事業を開始し

たほか、個別検診の対象年齢の拡大など、受

診しやすい検診体制の整備等に取り組んでい

るところであり、今後におきましても、がん

検診の重要性、必要性の周知、啓発に努めて

まいります。

御質問の簡易がんチェックシステムにつき

ましては、導入している市の活用状況や効果

などを検証しながら検討してまいりたいと考

えております。

以上でございます。

○議長（小比類巻正規君） 福祉部長。

○福祉部長（中村健一君） 福祉問題のヘル

プマーク・ヘルプカードの普及促進について

お答えいたします。

ヘルプマークは、援助や配慮を必要として

いることが外見ではわからない方、例えば義

足や人工関節を使用している方、内部障害の

方、または発達障害の方などが、周囲の方に

配慮を必要としていることを知らせること

で、援助を受けやすくするため携帯するもの

であります。

一方、ヘルプカードは、緊急時の連絡先や

必要な支援事項などの情報が記入されている

カードを携帯することで、災害時や日常生活

で困ったときに、周囲の方に配慮や手助けを

お願いしやすくするための情報を伝えるカー

ドです。

このたび県では、みんなで助け合う社会の

実現を目指すため、ヘルプマーク・ヘルプ

カードを作成し、本年９月３０日、県内全市

町村に向けて配布いたしました。

これを受け、当市では、１０月３日から希

望者にヘルプマーク・ヘルプカードの配付を

開始しているところであります。

御質問の本市の配付状況と市民への周知方

法でありますが、まず、配付状況といたしま

しては、１１月３０日現在、ヘルプマークが

１８個、ヘルプカードが１７枚、それぞれ希

望者に対し配付しております。

次に、市民への周知方法ですが、配付開始

と同時に、１０月の広報紙に「知っています

か？「ヘルプカード」「ヘルプマーク」」と

題して掲載しております。さらに、市役所ロ

ビーのディスプレーや市のホームページに掲

載するとともに、市内各所にポスターの掲示

やリーフレットの配布をお願いし、周知、啓

発に努めているところであります。

また、助けを必要とする障害者や御家族の

方々への周知は、障害者関係団体・事業所等

を通し、直接、ヘルプマーク・ヘルプカード

の役割などについてお知らせをしているとこ

ろであります。

いずれにいたしましても、配慮する側も配

慮される側も、今後ともより一層の理解、促

進が図られるよう、周知や啓発に努めてまい

りたいと考えております。

以上でございます。

○議長（小比類巻正規君） 春日議員。

○１２番（春日洋子君） 御答弁ありがとう

ございました。

それでは、再質問をさせていただきます。

はじめに、行政問題のイクボスについて再

質問させていただきます。

市長よりの御答弁で、イクボスへの取り組

みを率先して取り組んでいく、このようなこ

とでございました。希望を持てるなというふ

うには思いましたけれども、まずは率先して

取り組んでいく。

これまでも、これに向けては、まずは私が

知る範囲でございますけれども、こちらの広

報みさわ１１月号に特集記事が掲載されて、

私もこれを２度、３度と拝読をいたしまし

て、これを受けてセミナーがあるということ
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を知ることとなりましたので、私なりにより

深めたいという思いでセミナーに参加したと

ころ、ますますイクボスについての必要性を

痛感した次第でございます。それが今回の一

般質問とさせていただいたところであります

けれども。

再質問につきましては、市長が率先して取

り組んでいく大変ありがたい御答弁でありま

したので、現在、どのように取り組んで、今

までもしてまいりましたけれども、さらにと

いう意味合いだと思いましたので、具体的に

どのような取り組みのお考えがあるかどう

か、そのことをお聞きしたいと思っておりま

す。

また、イクメン、イクボスというのは、女

性がより輝くための言葉でございます。女性

の輝く社会として、国を挙げて今取り組んで

おりますけれども、女性の社会での活躍がよ

り推進されていくということも大いに期待さ

れるところでありますけれども、三沢市全体

でイクボスの取り組みを進めていこうとい

う、その機運を高めるための第一歩は、やは

り市のリーダーである市長が意思表明をして

くださること、このように私は思っておりま

す。これがイクボスシティ宣言につながるも

のというふうに思っております。

かつて公会堂で健康都市宣言を実施いたし

ました。一つの大きな大会、イベントという

ような形でございましたけれども、これも同

様に健康に取り組んでいこうという機運を高

めるための健康都市宣言であったかと、この

ように思っております。

一方、イクボスシティ宣言につきまして

は、まず取り組んでいこうではないかとい

う、市長、市が率先して取り組む。そして、

それが市内の中小、さまざまな企業・団体の

皆様にも意識づけ、啓発をしていく第一歩で

あるというふうに思っておりましたので、ま

ず市長がイクボスへの取り組み、率先してと

いうことをおっしゃいましたけれども、やは

り宣言をするということが、それは意思表明

でありますので、イベントではございません

ので、ぜひこの点についての御見解をお聞か

せ願いたいと思います。

○議長（小比類巻正規君） 市長。

○市長（種市一正君） 再質問にお答えをい

たします。

市の職員を雇用する市長として、これまで

も市職員が休暇をとって仕事と私生活を両立

できるように配慮することを管理職員に指導

してきたところでありますが、このことをあ

えてイクボス宣言として市民にＰＲするとい

うことが、市民の深い共感を得られるか、慎

重に検討したいなと思います。

いわゆる市内の全ての事業所にイクボスを

普及することを願っての、いわゆるシティ宣

言につきましては、事前に市内の経営者の

方々に御理解を得ておきたいということもあ

りまして、一方的に宣言するということに思

われて、賛同しにくいといいますか、そうい

うものがあるとすれば非常に困るわけであり

まして、例えば商工会とも相談して、引き続

き啓発活動といいますか、そのことに努めて

まいりたいと、このように思っております。

以上であります。

○議長（小比類巻正規君） 政策部長。

○政策部長（山本剛志君） イクボスの再質

問についてお答えいたします。

イクボスの理念を深め、理解を促進するこ

とを目的としたイクボス実践セミナーや、企

業の現状やニーズを把握することを目的に、

企業向けのイクボス懇談会を行う予定となっ

ております。

また、あわせて、市民満足度調査や市政モ

ニター制度などを活用して、女性の社会参画

や男性の家事・育児参画の現状や企業の取り

組みなどの把握にも努めたいと考えておりま

す。

以上であります。

○議長（小比類巻正規君） 春日議員。

○１２番（春日洋子君） 再質問に係る御答

弁ありがとうございました。

ただいまの再質問の御答弁に対して、再々

質問させていただきます。
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市長、このイクボスは、私の知識の中で申

し上げさせていただきたいと思いますけれど

も、決して企業に強制をするものでもない。

無理強いをするものでもない。率先してとい

うことは、自発的に、そこに意識を持ち合わ

せた方から。現在、市の職員にも、私が思う

に、この方はまさにイクボスだなと感じる方

も多くいらっしゃるわけです。

ですので、全部の企業の中のことは承知し

ておりませんので、必ずやいらっしゃるかと

思っておりまして、これは決して迷惑である

とか、強制的でちょっと無理強いぽいとか、

そういうものとは全く異なるというふうに私

は思っております。

ですので、今、宣言に向けて慎重に検討す

るということでしたけれども、これは決して

マイナス面どころか、皆さんもマイナスだと

思ってはいらっしゃらないと思いますけれど

も、いつやるのかというところが、それは今

だというふうに私は思っております。

というのは、今までもずっと、今、急にこ

ういうイクボスという言葉をピックアップし

て述べさせていただいておりますけれども、

ワークライフバランスですとか、女性が輝く

社会とか、かつてからは男女共同参画、そう

いう言葉がクローズアップされてきたという

ことは、そうでない背景がある。それは、い

たし方ない状況もあったかもしれませんけれ

ども、時代はイクボスに向かって進んでいく

のだということです。

といいますのは、子育てというのは期間が

限定されます。子供が誕生して、小中高、大

学、社会人になるまで、年数はある程度、目

標というのは想定できます。ですけれども、

現在、少子高齢化に突入している日本におい

ては、介護です。それは、老老介護もござい

ます。若い世代が御家族の介護に至る場面も

ございます。その介護というのは、どこまで

頑張ればという、そういう状況になります。

私もそのような経験をして、本当に痛切に

思っているところなのですけれども。

ともに、現役世代の方も働きながら、子育

てのみならず、介護の生活にもなり得る。そ

して仕事も続けていかなければならない。こ

ういう状況でありますので、待ったなしの状

況だというふうに思っております。

慎重に検討する。今できないのであれば、

いつどのような時点で、そのタイミングとい

うものは推しはかるものがあるのかないの

か、これについて現在の御見解をお聞かせい

ただきたいと思います。

○議長（小比類巻正規君） 政策部長。

○政策部長（山本剛志君） イクボスの再々

質問についてお答えいたします。

いつイクボスシティ宣言をするのかという

ことでありますが、今現在、全国でイクボス

宣言をしている公的機関といいますと、２０

の県知事、東京都の小池知事等々、青森県警

のほうでもイクボス宣言はしております。し

かしながら、イクボスシティ宣言という宣言

をしている自治体はございません。

いつするのかということもありますが、先

ほど市長のほうからも、商工会とか、いろい

ろな関係機関とかがあります。市内の中小企

業とか、いろいろなところがありますので、

そういうふうな御意見もいただきながら、関

係機関と協議しながら、いろいろな面で調整

しながら、その時期を見計らって宣言してい

ければいきたいなと思っております。

以上であります。

○議長（小比類巻正規君） 春日議員。

○１２番（春日洋子君） 再々質問に係る御

答弁ありがとうございました。

次に、行政問題の２点目ですけれども、結

婚新生活支援事業について。

先ほどの御答弁ですと、当市に即した取り

組みを研究する。本当に遅い、そういうこと

です。

例えば実施している自治体では、何十件も

ございません。やはり御夫婦そろっての年間

所得が３００万円未満ですので、非常に生活

的に厳しい。収入が低いというふうに、どな

たもおわかりいただけるかと思いますけれど

も、件数が少なかろうと、やはり１人が大
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事。本当にしたい、そこにまた垣根があると

いうことが一組でも二組でもあるならば、行

政として、その条件を満たした方に、この事

業を受けていただくということが非常に大事

だと思っておりますけれども、これは研究す

る必要があるとおっしゃいましたけれども、

これは前向きなのでしょうか、後ろ向きなの

でしょうか、そのことについてお聞かせいた

だきたいと思います。

○議長（小比類巻正規君） 政策部長。

○政策部長（山本剛志君） 結婚新生活支援

事業についての再質問についてお答えいたし

ます。

さきに実施または実施予定の各自治体は、

支給対象となる世帯の条件がかなり異なって

おります。例えば年齢要件については、いず

れも４０歳未満またはどちらかが４０歳未

満、２人の年齢を合計して７０歳未満などと

している自治体もございます。

また、対象とする経費につきましても、新

居の購入費、家賃、敷金、礼金、引っ越し費

用など多岐にわたっております。

さらには、三沢市では、住宅の建築・購入

について、住宅取得支援事業を実施しており

ますので、両制度の重複での利用条件や企業

の借り上げ住宅への家賃への対応など、先進

事例も含めまして、結婚支援についての調査

を研究してまいっておりますので、その辺も

含めて検討していきたいと思います。

以上であります。

○議長（小比類巻正規君） 春日議員。

○１２番（春日洋子君） 再質問に係る御答

弁ありがとうございました。ぜひよろしくお

願いいたします。

次に、行政問題３番の図書館カフェの開催

については再質問はございません。

教育長より、非常にすばらしい取り組みが

なされてきた。そのことも私なりに承知して

いるところでございましたけれども、改めて

また、この場で皆様にお知らせをいただいた

ことを感謝申し上げ、また、図書館カフェに

ついて、できる範囲の中でありますけれど

も、来年度試行的に実施してみたいという、

そのような希望ある御答弁をいただきまし

て、大変ありがたく存じます。よろしくお願

いいたします。

次に、防災問題のツイッターによる災害時

の情報収集について、総務部長から、私も同

様にございました。ツイッターの課題とし

て、先ほどの御答弁にあったとおりでござい

ます。指摘されているとおり、間違った情報

が投稿、また、拡散されるという、そういう

デメリットもあるわけですけれども、そのよ

うな側面を認識しつつということになりま

す。

リスクがあるからやらないという対応では

なくて、幾つもある情報収集の一つの、さま

ざまある中でも、選択肢として、あわせて活

用できないかなという視点に立ったのが今回

の質問でございました。

総務部長からも御案内いただきましたとお

り、和光市では、防災訓練の折にツイッター

を試験的に導入してみた、訓練に活用してみ

たということで、その後、なぜか災害が起

こって、それが最大限に発揮できた。何百件

の中から、たしか二桁ぐらい、十何件でした

でしょうか、余りよろしくないような投稿も

あったということは、資料として拝見したと

ころでありますけれども、ここにあわせて、

和光市のように三沢市でも、今後ですけれど

も、先々にあわせて、もし可能であれば、試

験的に防災訓練でツイッターを取り入れてみ

るという、そのようなことのお考えはいかが

でしょうか。

○議長（小比類巻正規君） 総務部長。

○総務部長（小泉富男君） ツイッターの活

用について、情報収集の一つとして、防災訓

練で実施してみてはどうかという御質問につ

いてでございますが、やぶさかではございま

せん。実施の中に検討してまいりたいと考え

ております。

ただ、時間等もかかりますので、例えばト

ラブル発生時の対処方法などを先に検討して

から防災訓練に組み込むかどうか、先に検討
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してから防災訓練の対処方法について検討し

てまいりたいということでございます。

以上でございます。

○議長（小比類巻正規君） 春日議員。

○１２番（春日洋子君） 再質問に係る御答

弁ありがとうございました。よろしくお願い

いたします。

次に、健康問題の簡易がんチェックシステ

ム「がん検診のすすめ」の導入について、特

段再質問はございません。ぜひ市でも、これ

まで、鬱病のこころの体温計、そしてまた、

認知症の簡易チェックシステム等々、積極的

に導入していただいておりまして、大変あり

がたく思っているところであります。

いろいろな世代がある中で、先ほどの御答

弁でも、本当にきめ細かに検診の受診率アッ

プのため、ひいては受診率のアップイコール

市民お一人お一人の健康を維持し、健康寿命

を延ばしていただきたい。そういう願いのも

とに、担当課としてもさまざまな知恵を絞

り、やっていただいているのですけれども、

なかなか受診率がアップしないということ

で、残念に思うわけですけれども。

その中で、まだまだ自治体としては平塚市

のみでありますけれども、特にＳＮＳ、若い

世代等がなかなかその思いに至らない。現在

では、若い世代にがんが、やはり女性は特に

乳がん、子宮頸がん等がございますので、ぜ

ひまた、こういう取り組みも先々に向けて導

入していただければありがたいなという思い

での質問でございましたので、よろしくお願

いいたします。ありがとうございました。

最後に、福祉問題のヘルプカードの普及促

進についてでございます。

いよいよ県も積極的にこの事業に取り組ん

でいただきました。各市町村担当窓口が、希

望者にですので無理強いする何物もございま

せんけれども、そこに思うことは、やはり希

望しても、周りからの目とか、障害者なのと

いうレッテルを張られたようなそういう風潮

で。本当は支援をお願いしたいものだけれど

もということで、心のバリアフリーというも

のがまだまだ重要だというふうに思っており

ました。

先ほどの福祉部長の御答弁で、詳しく配付

状況も聞き、また、周知方法についても可能

な限りの手だてをしていることに理解し、あ

りがたく思ったところなのですけれども、や

はり文面、ポスター、さまざまございますの

で、先ほどこちらに掲げさせていただいたも

のにも、詳しく電車、バスの中で席をお譲り

ください、声をかけるなどの配慮をお願いし

ます、災害時は、安全に避難するための支援

をお願いします、このように文字として列記

されております。

なるほどなと思うわけですけれども、実際

にその場に立って、その場に居合わせたとき

に、何と声をかけて、何と手をかけてあげ

て、そして自分が手助けする人になれるのか

なと思ったときに、なかなか、体がそのよう

に動くのかなというふうに思いまして、三沢

市ではマックテレビという有効な手段がござ

いますので、できれば、そういう場面を再現

するような、手助け、支援を必要とする人、

そして、したい人がその場にいたときに、こ

ういうケースのときはこのようにしていただ

きたいのですというような、幾つかのケース

を取り上げて、映像でわかりやすい取り組

み、周知方法の一つですけれども、私はその

ようなことを提案させていただきたいと思う

わけですけれども、この点についてはいかが

でしょうか。

○議長（小比類巻正規君） 春日議員、要望

は控えてください。

福祉部長。

○福祉部長（中村健一君） 春日議員の再質

問にお答えをいたします。

今、議員お話しになったように、ヘルプ

マーク、そしてヘルプカード、これは配付す

ることも大切ですけれども、その後の市民の

皆さんが、そのカードに対して、あるいはそ

のマークに対してしっかりと認識を深めても

らうということが極めて重要なことだという

ふうに私どもも思っております。
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したがいまして、今、春日議員から非常に

いい御提案がございましたＣＡＴＶというこ

と、それも含めまして、より効果的な啓発、

周知を図れるような手だてを考えてまいりた

いと、このように考えております。

以上でございます。

○議長（小比類巻正規君） 以上で、春日洋

子議員の質問を終わります。

それでは、一般質問を次に移ります。

遠藤泰子議員の登壇を願います。

○５番（遠藤泰子君） ５番遠藤泰子でござ

います。通告に従いまして、一般質問をいた

します。

１２月に入り、ことしも雪の季節が参りま

した。私の今回の一般質問は、除雪対策につ

いてに的を絞っての質問となります。

除雪力の向上を図ることにより、交通事故

の減少を願うとともに、三沢は冬でも生活し

やすく、住み続けたいと思えるような、定住

化につながっていくことを期待いたしまして

の質問ですので、よろしくお願いいたしま

す。

冬期間の生活は、朝の玄関前の雪片づけ、

車の運転に神経を使うなど、三沢に長年住ん

でいる私たちにとりましても大変なことであ

りますが、三沢市には国内各地からの転入者

や米軍人などの雪にふなれな方々が多くおら

れるのではないかと思います。

また、高齢社会に入り、高齢者のみの世帯

が増加し続ける中、雪片づけ作業が年々困難

になり、雪が比較的少ない当市といえども、

冬の生活に少なからずストレスを抱えておら

れるのではないかと思います。

申し上げるまでもなく、除雪業務は、冬期

間、市民が生活する上で欠かせない業務であ

り、市民に優しく丁寧な除雪は、雪にふなれ

な市民や高齢者のみの世帯に限らず、多くの

一般市民に求められているものと思います。

一方、除雪業務に携わる事業者の方々、市

の担当職員におかれましては、夜間、早朝を

問わず除雪作業を念頭に生活されるなど、冬

期間は私生活上も制約を受けておられるもの

と推察しております。

このような現状を踏まえ、除雪業務を高度

化していくことや効率化していくことなど、

改善を図ることは、市民にとっても、業務に

携わる方々にとっても、今後進めるべきこと

であると思います。

他の地域に目を向けてみますと、積雪地の

多くの自治体では、除雪業務改善のための取

り組みが行われております。

福島県においては、平成２６年に除雪業務

改善のためのアクションプランを策定し、対

策を進めております。また、新潟県や北海道

などのほか、青森市でも進められている除排

雪作業の高度化など、各地で改善の取り組み

が進められている中、除雪に係る当市の現状

と対策について、５点ほどお伺いいたしま

す。

１点目は、当市の除雪業務の現状について

の質問です。

当市の除雪につきましては、積雪がおおむ

ね１０センチメールに達したら除雪車が出動

するとのことでした。気象現象や時間帯など

によっては、柔軟に対応しているものと理解

をしておりますが、そのほかにも、除雪する

経路に関する取り決めや幹線道路、生活道路

の優先順位など一定の基準があると思いま

す。除雪車の出動台数などを含め、三沢市の

除雪はどのように行われているのか、当市の

除雪業務の現状についてお伺いいたします。

２点目は、除雪に対する苦情と、その対応

についての質問です。

毎年、除雪車が玄関先に雪の塊を置いてい

くという話が耳に入ります。玄関先の雪片づ

けが終わったと思ったら、除雪車が雪を置い

ていき腹が立ったという近所の方は、御自分

で片づけをした後、きれいになった玄関先を

写真に撮り、その後、除雪車が置いていった

雪の塊の写真を撮り、ビフォー、アフターの

写真を見せながら憤慨しておられました。

また、インターネット上では、三沢の道路

はモトクロスか何かの競技用の道路なので

しょうかなど、運転が大変だという訴えも見
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受けられております。このほかにも、除雪車

が来ない、来るのが遅いなど、毎年苦情があ

るのではないかと思っております。当市の除

雪に関する苦情はどれくらいあり、どのよう

な内容が多いのか、また、苦情に対する対応

はどうしているのかについてお伺いいたしま

す。

３点目は、除雪管理システムの導入につい

ての質問です。

新潟県妙高市や上越市などで導入されてい

る除雪管理システムは、除雪車にＧＰＳ端末

を取りつけ、除雪車の位置情報がウエブサイ

トとケーブルテレビでわかるシステムとなっ

ております。

妙高市では、除雪管理システムの効果とし

て、位置情報公開による市民の安心度の向

上、市民からの相談への対応速度の向上、除

雪業務の処理時間短縮により、約７％の除雪

経費の削減などを挙げております。

このＧＰＳ端末を活用した事例は、県内で

は青森市が既に導入しており、交通渋滞の緩

和につながる、自然災害時の緊急時のルート

確認ができるなどの事業効果を挙げておりま

す。

経費削減効果については、当市とは環境が

異なるため、調査・分析を要するとは思いま

すが、市民にとっても事業者にとっても負担

軽減につながり、一定の効果があるのであれ

ば、当市も導入すべきと考えますが、検討状

況についてお伺いいたします。

４点目は、除雪技術向上のための講習会実

施についての質問です。

除雪技術向上のための講習会は、積雪のあ

る各地の自治体で行われております。新潟県

長岡市では、道路除雪技術者講習会を開催

し、除雪が難しい生活道路の交差点などを想

定した実技講習を実施しております。

また、福島県では、先ほど申し上げました

除雪業務改善のためのアクションプランによ

り、除雪業務初任者研修会、除雪オペレー

ターを対象とした除雪技術講習会を開催して

おります。

除雪技術の向上を図り、運転しやすい冬期

間の道路環境をよくする取り組みは、当市に

おいても必要なことではないでしょうか。近

隣地域からもうらやましがられ、三沢に住ん

でいてよかったと市民に喜ばれるよう、除雪

技術向上を目指した除雪業務従事者向けの講

習会を実施する考えがあるか、お伺いいたし

ます。

５点目は、除雪功労者表彰についての質問

です。

冒頭に申し上げましたように、除雪業務

は、真夜中、早朝に出動するなど、非常に大

変な業務であると認識しております。

新潟県佐渡市では、冬期間における円滑な

交通確保を図るため、除雪業務に従事する優

良な従事者を表彰することにより、従事者の

意欲及び満足度を向上させ、その技術向上を

図るとともに、除雪業務の社会的評価及び従

事者の地位向上に資することを目的とした除

雪功労者表彰を実施しております。

一例として佐渡市を挙げましたが、積雪の

ある各地の自治体では、除雪業務従事者に対

するねぎらいと感謝、モチベーションアップ

のために、除雪功労者表彰あるいは感謝状な

どの表彰を行っております。

当市においても、やりがいを持って除雪業

務を行ってもらうため、また、市民に対して

も除雪業務に対する理解を深めてもらうこと

を目的として、除雪功労者表彰を行う考えが

あるか、お伺いいたします。

以上で、私の質問を終わります。御答弁よ

ろしくお願いいたします。

○議長（小比類巻正規君） ただいまの遠藤

泰子議員の質問に対する当局の答弁を求めま

す。

市長。

○市長（種市一正君） ただいまの遠藤議員

御質問の除雪問題の第５点目、除雪功労者表

彰の実施については私から、その他につきま

しては建設部長からお答えをさせますので、

御了承願いたいと存じます。

除雪業務従事者への除雪功労者表彰の実施
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についてでありますが、冬期間の円滑な交通

確保を図る除雪業務の社会的評価と、長年除

雪業務に携わる企業及び従事者の地位の向上

に資することを目的に、国をはじめとして、

県内では弘前市が実施しているところです。

今後におきましては、これらの機関から情

報収集を行いながら、他制度との調整を図り

ながら、その実施の可能性について検討して

まいりたいと考えております。

私からは、以上であります。

○議長（小比類巻正規君） 建設部長。

○建設部長（高橋常幸君） 当市の除雪対策

についての第１点目、当市の除雪の状況につ

いてお答えいたします。

当市の除雪車が出動する基準は、車道及び

歩道ともに、おおむね１０センチメールの積

雪があった場合に、除雪車による作業を開始

することとしております。

また、経路及び優先順位につきましては、

交通量の多い主要幹線道路を第１次路線、公

共施設に通じる道路を第２次路線、交通量の

少ない生活道路を第３次路線と位置づけ、重

要性の高い第１次路線から順次除雪作業を

行っております。

次に、除雪業務に関係する人員及び台数で

すが、市職員につきましては、土木課１２名

及び直営路線などを担当する管財課２名の計

１４名で、台数につきましては、平成２８年

度に委託業者に貸与している車両を含め、市

所有が１０台、県からの貸与が３台、委託業

者所有が２７社で１０４台、排雪用トラック

が７４台の計１９１台となっております。

次に、第２点目の除雪の苦情についてであ

りますが、過去５年間で苦情が最も多かった

のは、平成２３年度で７６３件、最も苦情が

少なかったのは、平成２６年度で２６件であ

りました。苦情の件数は、その年度の降雪量

に比例してふえる傾向にあります。

その内容につきましては、例年、多いもの

では、除雪が来ない、または遅い、道路の雪

が解けて走りにくいの二つであり、その割合

は、除雪の苦情全体の約半数を占めておりま

す。

土木課に苦情が寄せられた場合、除雪業者

及び土木課職員が直接現地に出向き、町内会

長や地域の方々とその都度話し合いを行い、

対応策を検討し、改善に努めているところで

あります。

第３点目の除雪管理システムの導入につい

てでありますが、除雪管理システムは、除雪

車両にＧＰＳを設置し、インターネットを経

由してコンピューターやスマートフォンなど

で除雪車の位置情報を確認できるものが一般

的なものであります。

県内では、青森市や弘前市のような除雪規

模の大きい自治体で採用しており、システム

のメリットとしては、今どこで除雪車が走っ

ているのか、除雪の作業状況がわかり、その

位置情報は除雪担当職員だけではなく、市民

の方々にも確認できることや、事務作業の効

率化を図れるとされております。

システムの導入につきましては、先進地の

事例を参考にしながら、システムの機能や費

用対効果などについて、調査・研究してまい

りたいと考えております。

第４点目の除雪業務従事者向けの除雪講習

会の実施についてでありますが、新人オペ

レーターの育成などによる除雪業務の安全性

と除雪体制の維持を目的に、国をはじめとし

て、県内では青森市など雪の多い自治体で実

施されております。また、建設機械関係の協

会が、県内を含む各自治体で実施していると

ころです。

除雪技術の向上は、市民の安心にもつなが

りますことから、そのような講習会情報を除

雪業者に提供するとともに、当市においても

実施を検討してまいりたいと考えておりま

す。

以上でございます。

○議長（小比類巻正規君） 遠藤議員。

○５番（遠藤泰子君） 御答弁ありがとうご

ざいました。

除雪業務は毎年のことでありますので、先

進の自治体の取り組みなど、状況を調査・研



― 22 ―

究をしていただき、少しでもよくしてほしい

と願っております。

市長と建設部長から、今後、検討していく

という御答弁がありました。市民からの苦情

に対するという受け身の姿勢だけではなく、

除雪業務の効率化、また、高度化に向けた前

向きな取り組みを取り入れる必要があると

思っています。

建設部長、今後、除雪業務の改善を進める

に当たって、どのように進めていくのか、再

質問いたします。

○議長（小比類巻正規君） 建設部長。

○建設部長（高橋常幸君） 当市の除雪対策

についての再質問にお答えいたします。

当市におきましても、除雪業務に対する環

境は年々厳しくなってきております。将来に

わたって安定的で持続可能な除雪体制を維持

するためには、建設業者のみならず、市民の

皆様の御協力が今後ますます必要になってく

るものと考えております。

今後におきましては、市民の方々との共同

作業や除雪対策に対するさまざまな取り組み

について、先進地の事例を参考に調査・研究

しながら除雪業務の改善につなげてまいりた

いと考えております。

以上でございます。

○議長（小比類巻正規君） 遠藤議員。

○５番（遠藤泰子君） ありがとうございま

した。

苦情があれば、真摯に受けとめて、改善し

ていくとか、あと、ほかの自治体の取り組み

で成果が上がっていることであれば、三沢市

でもできないかという努力をする。昨年の反

省点をことしに生かして、少しでも向上させ

ていくという、そのような前向きな取り組み

の積み重ねこそが三沢市をよくしていくのだ

と思っております。

今後の改善していくという姿勢に期待を込

めまして、私の一般質問を終わります。再々

質問はございません。ありがとうございまし

た。

○議長（小比類巻正規君） 以上で、遠藤泰

子議員の質問を終わります。

この際、午後１時まで休憩いたします。

午前１１時１９分 休憩

────────────────

午後 １時００分 再開

○議長（小比類巻正規君） 休憩前に引き続

き、会議を開きます。

ここで、議長を交代します。

○副議長（太田博之君） 議長を交代しまし

た。

それでは、一般質問を次に移ります。

澤口正義議員の登壇を願います。

○７番（澤口正義君） ７番澤口正義です。

通告に基づきまして、スポーツ行政と農業行

政について質問を行います。

最初に、スポーツ行政についてでありま

す。

スポーツは、世界共通の文化であり、心身

の健全な発達や健康及び体力の保持・増進に

つながることはもちろん、次代を担う青少年

の体力を向上させるとともに、他者を尊重

し、これと共同する精神、公正さと規律をと

うとぶ態度や克己心を培い、実践的な思考力

や判断力を育むなど、人格の形成に大きな影

響を及ぼすものであります。

また、人と人との交流及び地域と地域の交

流を促進し、地域の一体感や活力を醸成する

ものであり、人間関係の希薄化などの問題を

抱える地域社会の再生に寄与するものである

とともに、心身の健康の保持・増進にも重要

な役割を果たすものであり、健康で活力に満

ちた長寿社会の実現に不可欠なものでもあり

ます。

今お話しした内容は、平成２３年に制定さ

れたスポーツ基本法の理念でありますが、私

自身がスポーツを通じた地域活動や国際交流

活動を実践してきた経験から得た思いとまさ

に合致する考えであると感じているところで

もあります。

さて、これまでの日本のスポーツ界は、先

進国と比較して、国や自治体の関与が弱いと

言われておりました。そのような中で、２０
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２０年の東京オリンピック・パラリンピック

を一つの起爆剤とすることで、地域における

スポーツの価値を高めていこうとする取り組

みが全国各地で取り組まれているところであ

り、私自身、スポーツ団体にかかわりを持つ

者の１人として大きな期待を寄せているとこ

ろであります。

そのような社会情勢の中にあって、我が三

沢市におけるスポーツを取り巻く現状であり

ますが、近年の健康志向の高まりや多様なス

ポーツ種目の普及などにより、子供から高齢

者まで幅広い世代で行われるようになりまし

た。

特に、各種大会での小中学生の活躍は目覚

ましいものがあり、県大会や東北大会はもと

より、全国大会に出場し、優秀な成績をおさ

めるなど、次世代を担う児童・生徒の視野の

拡大や心身の健全育成などに大きな役割を果

たしているところであり、大変喜ばしいこと

であると感じておりますが、このような活躍

の陰には、情熱ある多くのボランティア指導

者による献身的な活動があることを忘れては

ならず、彼ら彼女らの負担の軽減について

は、早急に取り組むべきであると考えるとこ

ろであります。

指導現場で活躍されている方々の意見を伺

うと、施設や環境の整備、指導者の確保、体

罰の問題などについて懸念する意見が多く、

地方の小さな競技団体においても、さまざま

な専門的知識と技術を備えた上での高度な指

導が求められるのが現状のようであり、その

ような状況に対応するために、指導者個々人

が自分の時間と金銭を負担し、対応している

のが実情のようであります。

スポーツ基本法の理念である、スポーツの

ポジティブな面をより多く享受するために

は、重大な事故にならないような体制づくり

や、医学的見地に基づいた適切な指導方法の

普及、法令遵守の視点などが地域の指導者に

徹底されていなければ不可能であり、これら

に対する行政の取り組みが喫緊の課題である

と認識しております。

レベルの違いなどによる差はありますが、

自身の限界に挑み、向上していく過程を経る

スポーツは、一歩間違えば重大な事態になり

かねないという一面をあわせ持っています。

そのため、コンディショニング、トレーニン

グ、栄養、心理、メディカル、コーチングな

どに関する知識・能力が指導者に求められま

すが、個人や各スポーツ団体で対応するレベ

ルではないことは明らかであります。

指導者の多くは、夢と情熱を持って取り組

まれております。地域の子供を元気にした

い。スポーツの楽しさを伝えたい。よい成績

をおさめさせてやりたい。そのような思いだ

けで、日々自分の貴重な時間を割いて指導に

当たっています。

小中学生の各種スポーツのレベルが高い今

だからこそ、指導者が活動しやすい環境づく

りを進めなければなりません。そのために

は、行政が何らかの手だてを講ずる必要があ

り、まずは現場で活動されている方々の声を

吸い上げる仕組みづくりが重要であります。

三沢市は昨年、健康都市宣言をされ、来年

１０月には巨費を投じて建設している(仮称)

三沢市国際交流スポーツセンターがオープン

すると伺っております。

また、今年度からスポーツ振興のかなめと

なる担当課が市長部局に移管されました。

三沢市総合振興計画後期基本計画の実施計

画が市のホームページに掲載されています

が、スポーツ施設の建設・維持に関する施策

であるスポーツ拠点の整備には、平成２７年

度の決算で約７億８,０００万円、平成２８

年度予算で約４１億７,０００万円、平成２

９年度見込みが約３億８,０００万円、平成

３０年度が３億２,０００万円と巨額の予算

が投資される計画であるのに対して、スポー

ツ指導者の育成に係る予算は年１２６万円

と、まさに桁違いの状況となっております

が、スポーツ基本法の生い立ちから判断して

も、スポーツは人であることが明確であり、

人材を中心に据えなければスポーツの発展は

あり得ません。
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市民参画と協働を政策の中心に据える種市

市政にあって、今後どのような形で三沢市の

スポーツを推進していくのか。そのような視

点で、次の３点についてお答えいただきたい

と思います。

まず、１点目として、三沢市におけるス

ポーツ振興の基本方針を伺いたい。

スポーツ基本法が定める、地方公共団体が

作成する地方スポーツ推進計画に限らず、今

後の三沢市としてのスポーツに対する考え

方、視点、取り組みなどについて御説明いた

だきたい。２０２０年、東京オリンピック・

パラリンピックに向けた短期的な企画ではな

く、スポーツに関する中長期のビジョンを伺

います。

２点目として、指導現場の意見を吸い上げ

る仕組みをつくるべきと考えるが、所見を伺

いたい。

前段で申し上げたとおり、現場の指導者が

個々に努力して対応するレベルを大幅に上

回っているのが、スポーツ指導の現場の実情

です。市民参画の視点からも、このような現

場で活躍されている方々の御意見を拝聴し、

そして、施策に生かすべきと考えるが、その

点についての意見を伺うものであります。

３点目として、現在、建設中の(仮称)三沢

市国際交流スポーツセンターの周辺には、ア

イスアリーナ、サッカー場、テニスコートな

どが集中し、今後における三沢市のスポーツ

の中心にすべく整備を進めているものと受け

とめていますが、競技スポーツの振興や健康

づくりの取り組み、施設の有効活用や情報発

信の視点も含めて、今後、あのエリアを市の

施策の中でどのように位置づけ、どのように

取り組まれているのか伺いたい。

次に、農業行政の台風１０号による農業被

害と、その対策についてであります。

ことしは、農業にとりまして、春先から初

夏にかけ、天候が順調に推移し、農家の方々

は出来秋に大きな期待をしながら栽培管理に

努めてきたところであります。

しかしながら、夏場に入り、一転し、突風

やゲリラ豪雨が発生し、特に８月３０日に襲

来した台風１０号は、Ｕターン台風とも呼ば

れ、これまで例のない複雑な動きをし、昭和

２６年に気象庁が統計をとり始めて以来、は

じめて東北地方の太平洋側に上陸した大型で

非常に強い台風でありました。

この台風により、本市農業の基幹作物であ

るナガイモ、ゴボウ、大根、ニンジンなどが

強風と大雨の影響により、茎葉の著しい損傷

や排水のおくれによる生育不良と品質低下と

なり、その被害は深刻であると言われており

ます。

農業の現状は、担い手の高齢化や後継者不

足が大きな影を落とす中で、来年の再生産に

向けて適切な支援対策を早急に打ち出さなけ

れば、この大きな台風被害をきっかけに、経

営規模の縮小や、最悪の場合、離農につなが

るおそれがあります。

このようなことを踏まえ、台風１０号によ

る農業被害の実態と、その支援対策について

伺うものであります。

以上で、壇上からの質問を終わります。

○副議長（太田博之君） ただいまの澤口正

義議員の質問に対する当局の答弁を求めま

す。

市長。

○市長（種市一正君） ただいまの澤口議員

御質問のスポーツ行政の第１点目、三沢市に

おけるスポーツ振興の基本方針については私

から、その他につきましては担当部長からお

答えをさせますので、御了承願いたいと存じ

ます。

現在、当市のスポーツに対する取り組みに

ついては、三沢市総合振興計画、後期基本計

画の中で、豊かな心と体を育むまちづくりを

もとに、三つの施策を掲げ、スポーツの普

及・発展に取り組んでおります。

一つ目といたしましては、スポーツ機会の

充実として、スポーツ関係団体等に対して支

援を行っております。二つ目といたしまして

は、スポーツ拠点の整備として、体育施設の

老朽化に伴う改修を計画的に実施し、新たな
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施設の整備にも取り組んでおります。三つ目

といたしましては、スポーツ活動への支援と

して、各種大会派遣費補助や体育施設の利用

料減免、また、スポーツ分野において功績の

あった方への表彰等を実施しております。

いずれにいたしましても、スポーツ施策に

ついては、青少年の健全育成、地域の活性化

あるいは経済への寄与、国際交流などにおい

て、大きな効果が期待できるものでありまし

て、重要な施策の一つと考えております。

今後におきましても、全ての市民が生涯を

通してスポーツ活動や運動習慣を持ち、健康

で活力に満ちた生活を送るため、さまざまな

世代に対応した運動機会の提供に努めるとと

もに、競技スポーツでは、指導者の育成や地

域の普及などを目的に関係団体への支援を、

三沢市体育協会とともに支援してまいりま

す。

また、平成３０年度からスタートする地域

総合振興計画の中にもスポーツの振興施策を

取り入れてまいりたいと考えております。

さらに、市内各競技のスポーツ少年団や中

学生が各大会優勝や全国大会出場を決めて、

私のところに報告に来てくれています。子供

たちの活躍はとてもうれしく思っているわけ

でありまして、また、将来にも期待をしてい

るところであります。

今後は、当市の次代を担う子供たち、小中

学生の皆さんがトップアスリートの話を聞い

たり、じかにプレーを見ることにより、大き

な目標を持ってスポーツに取り組み、日本を

代表するアスリートとなるような機会を多く

与えたいと思っております。まさに豊かな心

と体を育むきっかけとなるような事業の展開

を推し進めてまいりたいと思っております。

私からは、以上であります。

○副議長（太田博之君） 政策部長。

○政策部長（山本剛志君） スポーツ行政の

第２点目、指導現場の意見を吸い上げる仕組

みについてお答えいたします。

当市のスポーツ振興につきましては、これ

までも市内各競技協会で組織する三沢市体育

協会の御協力や御意見をいただきながら各種

事業に取り組んでいるところであります。

一方、市内における各スポーツ団体の指導

現場では、ボランティアにもかかわらず、指

導者の方々が精力的に活動され、毎年多くの

大会において優秀な成績を上げられ、当市の

スポーツ振興に大きく貢献していただいてい

ると認識しております。

しかしながら、指導現場においては、日々

の練習や資格の取得、大会への派遣など、さ

まざまな負担や問題が発生していることも事

実であります。

今後におきましては、三沢市体育協会及び

所属単位協会と連携を図り、スポーツ少年団

や部活動における指導現場の声をお聞きする

ため、指導環境や課題などの調査を実施し、

実態把握に努めるとともに、新たなスポーツ

振興施策について検討してまいりたいと考え

ております。

次に、スポーツ行政の第３点目、(仮称)三

沢市国際交流スポーツセンター周辺の位置づ

けについてお答えいたします。

当市では、これまで南山地区を文化・ス

ポーツの国際交流拠点と位置づけ、国際交流

教育センターをはじめ、スポーツ施設として

のアイスアリーナ、テニスコート、屋外運動

場と整備してきており、平成２６年度からは

新たに、防衛省のまちづくり支援事業によ

り、(仮称)三沢市国際交流スポーツセンター

を建設しているところであります。

利用状況を見ますと、小学生から一般まで

が競技を楽しんでいるアイスホッケーやフィ

ギュアスケートのほか、東北防衛局主催のア

イスホッキー大会が開催されているアイスア

リーナ、市内サッカーリーグやソフトボール

大会、ゲートボール大会などが行われている

屋外運動場、硬式・軟式と多くの愛好者に親

しまれているテニスコートと、これまで整備

してまいりました施設は、多くの市民に御利

用いただいております。

今後におきましては、これまでの施設に、

さらに大規模な屋内運動施設であります(仮
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称)国際交流スポーツセンターが加わります

ので、さらに多くの市民が南山地区で生涯ス

ポーツに親しみ、競技スポーツに励むものと

考えております。

当市といたしましても、スポーツ振興を推

進する上でも、(仮称)国際交流スポーツセン

ターのオープンを一つの契機とし、三沢市体

育協会と連携し、南山地区全体での公式戦や

大学、企業、トップアスリートなどの合宿誘

致、スポーツ教室の開催などを検討し、ス

ポーツ拠点エリアとして、宿泊施設、交通手

段なども含めて、市外及び県外に向けて情報

発信してまいりたいと考えております。

以上でございます。

○副議長（太田博之君） 経済部長。

○経済部長（山本 優君） 農業行政の台風

１０号による農業被害の実態と、その対策に

ついてお答えいたします。

本年相次いで本県を通過した台風による強

風と大雨の影響により、当市の農作物につき

ましても、秋収穫の基幹作物でありますナガ

イモやゴボウ、大根、ニンジンなどでつる切

れ、茎葉の損傷による生育遅延、冠水・滞水

による腐敗など大きな被害が発生しておりま

す。

このことから、被害の実態把握と生産物確

保に向けた技術指導、被害農家への営農指導

及び救済対策の立案等を県、当市、六戸町及

びおいらせ農協が連携して進めるため、当該

機関をメンバーとした農畜産物自然災害対策

本部が９月１３日に、おいらせ農協本店に設

置されたところであります。

農作物被害の実態調査につきましては、天

候が回復した９月中旬に、市及び農協の職員

が市内全域を回り、現地調査を行うととも

に、農協の各野菜部会を通じた農家個別の聞

き取り調査により被害の実態を取りまとめた

ところであります。

その結果、平成２８年１１月１７日現在に

おいて、おいらせ農協に登録されている作物

のうち、ナガイモ、ゴボウ、大根、ニンジン

など９種類で被害が想定されておりますが、

その被害面積は、登録面積６８４.１２ヘク

タールのうち１９６.８６ヘクタール、率に

して２８.７７％と推計しております。

この状況につきましては、農協に登録され

ていない作付についても同様の状況にあると

判断しておりますが、ナガイモやゴボウの掘

り取り作業が春先まで続くことを考慮する

と、被害状況の把握にはまだしばらく時間を

要するものと考えております。

次に、今後の支援対策でありますが、先

般、国の台風被害にかかわる補助事業が発表

されたことから、当該事業についての周知を

農協出荷者のみならず、市場出荷者等全農業

者に対して行っているところであります。

今後、当該事業の補助申請に当たっては、

市としてもできるだけ多くの農業者がこの補

助を受けられるよう、的確な指導や迅速な個

別的被害調査の実施に努めてまいりたいと考

えております。

また、国の補助事業の要件に当てはまらな

い農業者に対しましては、おいらせ農協で

は、共済対象外品目であるナガイモやゴボウ

などについて、種子購入費等の一部を助成す

るとのことであり、市といたしましても、農

業者の生産意欲を維持してもらうための取り

組みとして、全農業者を対象とした支援策を

検討しているところであります。

以上のように、今回の自然災害により被災

した農業者に対しましては、生産意欲の低下

を招かないよう、国や県、おいらせ農協な

ど、各関係機関と連携を密にしながら、支援

を図ってまいりたいと考えております。

以上でございます。

○副議長（太田博之君） 澤口議員。

○７番（澤口正義君） 順を追って何点か再

質問させていただきます。

まず、スポーツ行政でございますが、１点

目のスポーツ振興の基本方針ということでお

尋ねしたわけでございますが、市長さんから

御答弁いただきました総合振興計画に盛られ

ている内容も、私は十分承知しております。

ただ、今、あれで本当にいいのだろうか
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と、本当に三沢市のスポーツを振興するに当

たって、あれで事足りるのだろうかというの

が私の率直な意見なのです。

前段でも触れましたように、国は平成２３

年にスポーツ基本法を制定しました。この第

１０条には、国の推進計画と地方のスポーツ

推進計画、これは義務規定ではありません。

いわゆる努力規定というか、任意というか、

そういうものでございますけれども、やはり

私は、そういったものを、綿密なスポーツ推

進計画をつくった上で、これからの少子化、

あるいは人口が減少する中で、やっぱり次代

を担う青少年を育成するという観点からも、

しっかりとしたスポーツ推進計画を私は持つ

べきだと思うのです。

これも皆さん御承知かと存じますけれど

も、国では、スポーツ基本法の制定を受けま

して、昨年１０月に、実行指導機関とするべ

くスポーツ庁を発足させているのです。ス

ポーツ庁では、皆さんこれも知っていると思

うのですが、いわゆる民間出身のスポーツ経

験者である、ソウルオリンピックの水泳の金

メダリストである鈴木大地氏が初代長官にな

りました。今、盛んにいろいろなスポーツ振

興の施策を打ち出しているのです。

これに、やっぱり法律にもあるように、自

治体もきちっと呼応する形で、振興計画に盛

られているからいいということでは、私は

ちょっと弱いなということを言わざるを得な

いのです。

私、今、手元に東京都の世田谷区役所のス

ポーツ振興計画があるのですけれども、これ

を見ましたら、六つの柱があるのです。計画

策定の趣旨、位置づけ、これはしっかりして

います。そして２点目としては、スポーツを

取り巻く現状や今後の課題をしっかり捉えて

おります。３点目としては、この計画を１０

年間設定して、１０年後の目標を明確にして

おります。４点目としては、この目標を達成

するために、重点的な取り組みを明確に打ち

出しているのです。そして５点目としては、

この目標を達成するために、どういう団体が

どういう連携をとってやるかということを

しっかり明示しているのです。

さらにつけ加えて言うと、附属計画として

あるのですが、今の世の中、非常に変動が激

しいという中で、この１０年計画も３年ごと

に見直ししながら、実情に即したスポーツ推

進計画というものをつくっているのです。

私は、やっぱり三沢市においても、今まさ

に新しい体育館ができます。そして、健康都

市宣言もされました。これを具体化するとい

う趣旨からも、国でスポーツ基本法に定めて

いるスポーツ推進計画というものをつくるべ

きだと、私はそう思っています。ですから、

このことをもう一度お答えをいただきたいと

思います。

それから、２点目の……。（発言する者あ

り）

○副議長（太田博之君） ただいまの質問の

答弁を願います。

政策部長。

○政策部長（山本剛志君） ただいまの再質

問についてお答えいたします。

スポーツ振興計画を新たに策定すべきでは

ないかという御質問でありますが、三沢市と

しましては、三沢市総合振興計画の中で、こ

れをスポーツの振興計画として位置づけてう

たっております。

県内の９市の状況を見ますと、青森市、十

和田市、むつ市、つがる市、平川市の５市

は、スポーツ推進に係る計画を策定しており

ます。しかしながら、八戸市においては、三

沢市と同様、総合計画の中に定めておりま

す。また、五所川原市においては、市の教育

振興計画の中に定めておりますので、三沢市

としましては、総合振興計画を定めているも

のですから、それで十分足りるものと理解し

ております。

以上であります。

○副議長（太田博之君） 澤口議員。

○７番（澤口正義君） 振興計画に入れてあ

るから、それで用が足りるという話なのです

が、私はそう思っていません。振興計画、何
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行ありますか、文字にして幾らあると思って

いますか。これで本当にスポーツの振興が図

れると、そういうふうにお考えですか。私は

非常に疑問に思っております。

よその市町村のことはどうでもいいのです

けれども、先ほど申し上げましたように、次

代を担う青少年をスポーツ面からしっかり支

えて、活力ある地域、三沢市をつくるという

観点から思うに、今の振興計画に項目だけ何

行か羅列しているので事足りると私は思って

おりません。いま一度、本当にスポーツ基本

法第１０条に定める地方スポーツ推進計画を

策定しないということなのか、改めて確認を

したいと思います。

○副議長（太田博之君） 答弁願います。

政策部長。

○政策部長（山本剛志君） 再々質問にお答

えいたします。

先ほど再質問で御答弁申し上げたとおり、

総合振興計画で定めておりますので、新たに

つくる計画はありません。

また、次期の総合計画におきましても、そ

の都度考えていきたいと思っております。

以上であります。

○副議長（太田博之君） 澤口議員。

○７番（澤口正義君） それでは、２番目の

指導現場の意見を吸い上げるということでご

ざいますけれども、私は声を吸い上げる仕組

みをつくっていただきたいということで申し

上げたのですが、少しかたい言葉だったので

すけれども、要は、先ほど答弁で、体育協会

があるからいいというふうな答弁に終始して

いるのですが、かつて私も体育協会の理事、

役員をした経験があります。どうでしょうか

ね、体育協会があるからいい、そこを通して

やればいいということではないと思います。

前段で申し上げたとおり、今、スポーツの

指導現場というのは大変な状況にあるので

す。ですから、その現場の声をきちっと市の

担当部署で聞く、これは別にお金もかかりま

せん。何か組織をつくるという話ではなく

て、いろいろな団体あります。そういった団

体の皆さんと車座になって、どういう課題が

あるか、どういうことが必要なのかというこ

とを、お互いに情報交換する中で、しっかり

施策に生かすということは私は絶対必要だと

思うのです。それを、体育協会があるからい

い。体育協会を通じて補助金を出しているか

らという話なのですが、別にこれは答弁を求

めませんけれども、体育協会を通じて補助金

を出しているということなのですが、どうで

すか、私はあえてその金額は申しませんけれ

ども、非常に少ないというのが事実です。

ですから、いま一度お尋ねしますけれど

も、お金はかかりません。何か組織づくりは

必要ありません。市役所のスポーツ振興課の

職員が、三沢市には３０ぐらいのスポーツ団

体があるでしょうか、まとめてもいいでしょ

うし、あるいは単協ごとにいろいろな話を聞

くという機会を設けていただきたい。もう一

度御答弁をお願いします。

○副議長（太田博之君） 政策部長。

○政策部長（山本剛志君） 再質問について

お答えいたします。

体育協会に任せているからいいのではない

かという趣旨の質問でありますが、体育協会

に任せ切りで指導者から意見を聞くというわ

けではなくて、体育協会、また、所属の単位

協会と連携をとりながら意見を集約していき

たいということでありますので、そこには市

も絡んでいきたいということであります。

以上であります。

○副議長（太田博之君） 澤口議員。

○７番（澤口正義君） くどいようですけれ

ども、やっぱり体協を通してやることももち

ろん大事です。否定はしません。しかし、実

態を正確に把握して、それを市のスポーツ振

興施策に生かすということが行政の私は責任

だと思うのです。ですから、くどいようです

が、お金がかかるわけではない。極端に言っ

たら、あしたからでも実行できる話ではない

ですか。なぜそういうふうな考えになるので

しょうか。私は理解できません。

先ほど１点目のところでも、いろいろな課
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題があるのですが、今、スポーツ庁では、国

としていろいろなスポーツ振興策を出してお

ります、補助事業も含めて。そうした場合、

三沢市がそれに手を挙げる。そのとき、ス

ポーツ推進計画のない自治体に認めるはずが

ないと思うのです。

そして、さらに言うと、今、２０２０年の

東京オリ・パラの事前合宿ということで、市

当局もいろいろ頑張っているようですけれど

も、このこと一つとってみても、スポーツ推

進計画のない市町村にはまず無理でしょう。

ですから、そういったことも含めて、しっ

かりとしたスポーツ現場の意見を聞いていた

だきたい。もう一度お願いします。

○副議長（太田博之君） 答弁願います。

政策部長。

○政策部長（山本剛志君） 再々質問につい

してお答えいたします。

指導者の意見を聞くということで、一応三

沢市体育協会を通じて、連携を図りながらと

いうことも申し上げました。各単位協会のお

話も、団体のお話も聞きながら、指導者の意

見も聞きながら、市としては取り入れていき

たいと考えております。

以上であります。

○副議長（太田博之君） 澤口議員。

○７番（澤口正義君） ３点目だったのです

が、申し上げたように、あの地区は、将来、

三沢市のスポーツの一大拠点になるわけです

けれども、将来的には、今、国・県に対する

重点要望の中にもありましたホッケー場の建

設、さらには、今もって市民の間に根強い要

望がある克雪ドームの建設、そういったこと

も将来的には視野に入れなければならないだ

ろうと思っておりますけれども、特に個別の

質問はございません。

続きまして、２点目のほうはよろしいで

しょうか。農業行政なのですが、まだナガイ

モとかゴボウについては、春掘りもあるとい

うこともあって、実態を１００％正確に捉え

ることはできないというのは私もよく理解し

ております。

ただ、先ほど１９６ヘクタールと言いまし

たか、これはナガイモ、大根、ニンジン、ゴ

ボウのトータルの面積だというふうに受けと

めたのですが、実際、どうでしょうか、三沢

市にこれだけの、１９６ヘクタールだけの面

積でしょうか。たしかおっしゃるように、Ｊ

Ａおいらせの登録出荷者を対象にした面積で

はないのかなと思うのですけれども、そうい

う理解でよろしいですか。

それで、だとすれば、私は、ちょっと行政

の責任として、まずいなと思うのです。今、

農産物の生産と出荷・販売体系というのは、

農協があります。それから青果業者、いわゆ

る商系ですね。それから、市場に直接出荷す

る生産者もおります。最近では、大手スー

パーと直販する形態も出てきております。こ

ういった方々の被害面積もしっかり踏まえ

て、全体を捉えて、必要な支援対策を講ずる

というのが行政の私は責任だと思うのです。

そこら辺のところ、いまいち、答弁できた

らお願いいたします。面積も含めて。

○副議長（太田博之君） 答弁願います。

経済部長。

○経済部長（山本 優君） ただいまの再質

問にお答えいたします。

先ほど答弁いたしました１９６.８６ヘク

タール、これは被害面積ということなのです

が、これは農協に出荷する予定で登録されて

いる面積ということで、農協の組合員の中で

も、市場に出荷したり、一般の商社等に出荷

する、この被害面積は入っておりません、農

協の組合員であってもということでございま

す。

では、それだけでいいのかということにな

るわけなのですが、これらをもとに被害の全

体的な状況というのを把握する中で、例えば

国の補助事業については、同様に補助の支援

を受けられるわけですから、そのような方々

にも周知を図って、補助の対象にしながら支

援施策を講じていくというようなことを考え

ているところでございます。

以上でございます。（発言する者あり）
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よって、数値としての全体の被害面積とい

うことでは捉えていないということでござい

ます。

○副議長（太田博之君） 澤口議員。

○７番（澤口正義君） 被害面積全体を把握

していないということだったのですが、実は

私も最近の農林統計、農作物統計等を少し当

たったのですが、なかなか出てこないという

のが現状でございます。

かつて、七、八年前にさかのぼった面積に

ついて言うならば、ナガイモで２７９ヘク

タールありました。大根に至っては３４１ヘ

クタール、ニンジンでは２４８ヘクタール、

ゴボウも３４９ヘクタールという栽培面積が

あったのです。確かに最近は、離農とかさま

ざまなことがあって、これよりは少ないだろ

うと思うのですが、それと比べますと、農協

出荷登録者だけの１９６.８ヘクタールだけ

で対策を講ずるというのは、いささか私は行

政としての責任はどうだろうかなという感じ

をしております。

そこで、先ほどの答弁の中にもありました

けれども、ＪＡおいらせには対策本部が設置

されておりますが、市役所内には、かつての

経験から申し上げますと、せめて対策連絡会

議ぐらいは設置した上でこういったことに対

応するというのが、本来の行政のあり方では

なかったのかなというふうに考えておりま

す。今後、しっかりした調査をされるだろう

と思いますので、よろしくお願いします。

以上です。ありがとうございました。

○副議長（太田博之君） 以上で、澤口正義

議員の質問を終わります。

それでは、一般質問を次に移ります。

佐々木卓也議員の登壇を願います。

○３番（佐々木卓也君） 市民クラブの佐々

木卓也でございます。通告に基づきまして、

一般質問をさせていただきます。

はじめに、第１点目の住宅の耐震化につい

てお伺いいたします。

防災については、平安無事のときにも常に

危険の訪れを念頭に置いて用心し油断すべき

ではないこと、平時における危機管理の心構

えが重要であることを説いた「居安思危」と

いう言葉の意味を体して、市の取り組みにつ

いてお伺いいたします。

居安思危、この言葉は紀元前４８０年ごろ

の編集と伝えられる中国の年代記で、孔子が

編集し、みずからの思想を託したと言われる

「春秋」という歴史書の注釈書「春秋左氏

伝」の中に出てまいります。

「備えあれば憂いなし」という言葉は、ど

なたでも聞いたことがあるかと思いますが、

その部分は、三段論法の最後の一節です。最

初に「居安思危（安きにおりて危うきを思

う）」。次に「思則有備（思えばすなわち備

えあり）」、そのことを思えば備えあること

が大切である。そして最後に「有備無患（備

えあれば憂いなし）」、その備えを怠らなけ

れば心配事はなくなるという意味でありま

す。

私たちは、災害から生命と財産を守るた

め、自助・共助・公助を念頭に、日ごろから

対策を進めていかなければなりません。

５年９カ月前の東日本大震災、そして本年

４月、震度７を観測した熊本地震などの大災

害を通し、改めて感ずることは、国、地方自

治体、住民、そして企業等がやるべきこと、

責任を自覚し、それぞれが事前の対策をしっ

かりと講じていかなければならないというこ

とであります。

熊本地震の発生から１１月１４日で７カ月

を経過し、その時点での被害状況は、死者１

３７人、被害を受けた家屋は１８万３,６７

２棟で、うち全・半壊が４万２１棟。熊本県

内に建設された応急仮設住宅は４,３０３

戸。仮設住宅の不足から、自力でアパートな

どを探して申請する、みなし仮設は１万戸を

超えています。

そして、１０月２１日に発生した鳥取県中

部の最大震度６弱を観測した地震、この地震

について政府の地震調査委員会は、これまで

に知られていない断層が動いた、地表に活断

層があらわれていなくても被害を及ぼす地震
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が起こる可能性は全国どこにでもあるが、中

国地方の北部区域はその典型的な例と言える

との見解を示し、気象庁は、今回のような地

震は活断層がないところでも起きると記者会

見で言及しました。

三沢市は、東日本大震災の教訓を生かした

総合防災訓練の実施や自主防災組織の結成促

進、災害対応機能の強化に向けた防災関係機

関や民間事業者等との災害時支援協定の締結

など、防災体制の充実、防災力の強化に取り

組んでいます。

いつ来るのかわからない大災害による被害

を未然に防ぐため、少しずつであっても対策

を講じていく必要があると考えるところであ

ります。

そこで、私は今回、事前の対策の中で、特

に住宅の耐震化について取り上げたいと思い

ます。

熊本地震では多くの家屋が倒壊しました

が、このことから、住宅の耐震性に対する関

心が高まっており、大地震に備えるため、住

宅の耐震補強は絶対進めていかなければなら

ないと考えるところであります。

建築基準法が改正され、耐震基準が強化さ

れたのは１９８１年６月、旧基準では、震度

５強程度で倒壊しないことが求められていま

したが、改正により、震度６強から７程度に

引き上げられました。１９９５年の阪神・淡

路大震災では、改正後に建てられた住宅の被

害が比較的少なかったことが報告されていま

す。

私たちは、自宅の構造を把握し、必要に応

じて耐震診断や改修も検討していかなければ

ならないことは論をまたないところでありま

す。

青森県では、国土交通省所管の住宅建築物

安全ストック形成事業を活用し、木造住宅の

耐震診断及び耐震改修を実施しており、それ

を受け、三沢市でも木造住宅の耐震診断を支

援しますということで、広報みさわ１０月号

で、募集期間延長のお知らせがありました。

そこで、住宅の耐震化に係る三沢市の現状

について、補助事業の概要、その周知方法、

補助制度ができてから以降の耐震診断の実施

状況、現時点での耐震化率についてお伺いし

ます。

また、耐震化率の目標数値、目標達成に向

けた取り組みについてお伺いします。

次に、第２点目の生活道路の整備促進につ

いてお伺いします。

生活道路とは、言うまでもなく、その地域

に生活する人々が日常生活上、通勤・通学な

どで住宅から主要な道路に出るまでに利用す

る、利用頻度がとても高い道路のことであり

ます。

三沢市の現状として、幹線道路の整備とあ

わせ、生活道路についても整備は進められて

いるところでありますが、地域によっては、

まだまだおくれているところもあるように感

じております。

もちろん市当局におかれては、未舗装の砕

石道路については、随時補修などの対策を

とっていただいているところであり、これら

の業務に対しましては感謝を申し上げるとこ

ろでもあります。

そのような中ではありますが、生活道路の

未整備地域ではさまざま支障が生じていま

す。例えば、雨が降ると歩行通行が困難とな

り、ましてや、その道路が通学路になってい

るところもあります。

また、道路側溝の未整備により、雨天時に

は道路が冠水など、市民生活に支障が出てい

る状況も見受けられます。そのほか、地域住

民からは、狭隘な道路事情により、除排雪や

消防活動に支障が出るおそれも危惧されてお

ります。

三沢市総合振興計画後期基本計画実施計画

には、生活道路の維持・改良について、「生

活道路を安全に通行できる状態に保つため、

地域住民と合意形成を図りながら、維持管理

に努め、道路の長寿命化を図るとともに、安

全で快適な道路環境の整備を進めます。」

「市民生活に密着する生活道路の安全性と利

便性を高めるため、地域住民の理解と協力を
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得ながら、計画的な改良整備を図ります」と

記載されています。

毎年夏に開催される町内会長会議におい

て、連合町内会や各地区町内会連絡協議会か

らの要望事項においても、道路関係の要望が

多く出されています。

市道認定されている生活道路については、

舗装されているのが当たり前と考えるところ

でもありますが、地域によっては、いわゆる

共有地問題、道路排水問題など、いろいろな

問題があり、整備がなかなか進まないという

ことも聞き及んでおりますが、そこに住んで

いる人たちの居住環境の向上を図るために、

地域住民との協働により、何とか早期の整備

実現につなげてほしいと考えています。

整備に当たっては、その地域の実情に即し

て進めていくほかはないように思います。本

格的な道路整備が困難な場合、現道の簡易舗

装による整備もやむを得ないのではないかと

考えるところであります。生活道路を簡易舗

装していただいた地域の住民からは、荒天時

の悪路が解消され、大変助かるという声も届

いております。

そこで、市道認定され、住宅が張りついて

いる未舗装の生活道路の整備促進について、

今後どのように進めていくのか、お伺いしま

す。

以上で、私の一般質問を終わらせていただ

きます。御答弁のほどよろしくお願い申し上

げます。

○副議長（太田博之君） ただいまの佐々木

卓也議員の質問に対する当局の答弁を求めま

す。

市長。

○市長（種市一正君） ただいまの佐々木議

員御質問の生活道路の整備促進については私

から、住宅の耐震化については建設部長から

お答えをさせますので、御了承願いたいと存

じます。

当市の管理する市道認定道路の状況は、平

成２７年度末現在で７９０路線で、実延長は

約３５９キロメートルとなっております。

市道の整備状況につきましては、全体のう

ち約２９０キロメートル、８１％が舗装され

ており、残りの約６９キロメートル、１９％

が未舗装道路となっております

これまで、未舗装の生活道路の整備は、狭

隘区間を拡幅し、緊急車両や福祉車両のすれ

違いができることを第一に考え、基準の幅に

足りない用地については、路線の皆様から寄

附をいただくことで整備を進めてまいりまし

た。

現在、市道に認定され、未舗装のままと

なっている道路の整備が進まない要因は、用

地の問題が大部分を占めているわけでありま

して、特に、用地の相続関係の問題は解決に

時間を要することが多く、内容によっては解

決できないこともあるため、本格的な道路整

備が困難となり、舗装及び側溝が整備され

ず、雨の日には水たまりができるなど、通行

に支障を来しているところも見受けられま

す。

このようなことから、現在は暫定的な解決

策として、道路の未舗装部分に簡易的な舗装

を実施し、問題の解消に努めているところで

あります。

この工事は、側溝を整備せず舗装するため

に、地形によっては雨水が沿線の住宅や畑等

に流れ込むような箇所も発生するので、土地

の関係者から工事の同意を得ることや、現在

使用されている道路形状を変えないなどの一

定の条件を満たす必要があるわけであります

が、沿線の皆様の居住環境を改善できる手法

として有効であると考えております。

今後も引き続き、市道認定されている未舗

装の生活道路につきましては、住宅数及び交

通等の利用状況並びに地域住民のニーズ等を

勘案しながら、計画的かつ重点的に積極的な

整備に努めてまいりたい、このように考えて

おりますので、よろしくお願い申し上げま

す。

○副議長（太田博之君） 建設部長。

○建設部長（高橋常幸君） 住宅の耐震化に

ついての御質問にお答えいたします。
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三沢市では、建築物の耐震改修の促進に関

する法律に基づき、地震による建築物の倒壊

などの被害から市民の生命、身体及び財産を

保護するとともに、建築物の倒壊からの波及

被害を防止するため、市内の建築物の耐震診

断及び耐震改修の促進を図ることを目的とし

て、三沢市耐震改修促進計画を平成２２年１

２月に策定しております。

建築物の耐震化を促進するためには、その

所有者が地域の防災対策をみずからの問題、

地域の問題と意識し、耐震化に取り組むこと

が重要であるとされております。

まず、当市の住宅の耐震化の現状ですが、

平成２７年１月現在、住宅１万７,０３２棟

のうち、昭和５７年以降に建築された耐震性

のある住宅は１万５７３棟であり、耐震化率

は６２.１％と推定されます。

また、平成２３年度より、災害に強いまち

づくりを推進することを目的に、三沢市木造

住宅耐震診断支援事業として、昭和５６年５

月３１日以前に建築された建築物で、かつ在

来の工法で建築された木造住宅の耐震診断を

希望する所有者に対し、国、県の補助を得な

がら事業を行ってきており、毎年、広報、

マックテレビ、市のホームページなどを通じ

て募集してきておりますが、現在までの耐震

診断の実施状況は、平成２３年度から平成２

７年度までの５年間で６件という状況であり

ます。

平成２８年度も７月から１１月末まで募集

しましたが、希望する方はありませんでし

た。この希望者が少ない状況は、当市だけで

はなく、他の自治体も同様の状況にありま

す。

次に、耐震化率の目標数値ですが、国の建

築物の耐震診断及び耐震改修の促進を図るた

めの基本的な方針の改正に基づき、当市でも

平成２８年３月と８月に、三沢市耐震改修促

進計画を改定しており、その中で、平成３２

年度までに住宅の耐震化率を国、県と同様に

９５％とすることを目標としたところであり

ます。

今後の目標達成に向けた取り組みにつきま

しては、今回の熊本地震などの被害状況を踏

まえれば、将来の大地震発生時における被害

を最小限に抑えるため、耐震性が不足してい

る住宅について、耐震化の一層の促進を図る

ことが必要であり、熊本地震により、市民の

住宅への耐震化に対する関心の高まりを、耐

震化の促進に確実につなげていくことが重要

であると考えております。

住宅の耐震化は、あくまで建物の所有者な

どの責任において実施することになり、その

耐震改修に必要な費用負担が大きいことや、

耐震性があるという認識などにより、耐震化

が不要と考えていることが耐震改修の進まな

い大きな要因であると考えられておりますこ

とから、今後におきましては、建築物の耐震

化が適切に進められるよう、相談体制の整備

や建築物の耐震診断及び耐震改修の必要性、

重要性について、より一層積極的に市民への

普及啓発活動に努めるとともに、耐震改修を

行いやすい環境づくりや負担軽減のための各

種支援制度の創設など、耐震化を促進してい

くための方策を、県及び建築士会などと連携

して取り組んでまいりたいと考えておりま

す。

以上でございます。

○副議長（太田博之君） 佐々木議員。

○３番（佐々木卓也君） 御答弁ありがとう

ございました。

再質問は特にございませんけれども、特に

一つだけ、生活道路の整備促進については、

市長さんのほうから、計画的に積極的に取り

組んでまいりたいというふうな御答弁をいた

だきました。本当にありがとうございます。

これには、地域の皆さんの協力だとか、そう

いうのも当然必要でしょうけれども、ぜひ早

期に整備が図られるよう強くお願いして、終

わりたいと思います。

○副議長（太田博之君） 以上で、佐々木卓

也議員の質問を終わります。

それでは、一般質問を次に移ります。

下山光義議員の登壇を願います。
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○４番（下山光義君） 拓心会の下山光義で

ございます。それでは、通告に従いまして一

般質問をさせていただきます。

このたび通告いたしましたコミュニティ・

スクールに関しましては、平成２１年第４回

定例会で太田博之議員が一般質問をされてお

りますが、別の視点からコミュニティ・ス

クール、学校運営協議会制度への取り組み方

について質問をさせていただきます。

少子高齢化や人口減少が大きな問題として

取りざたされている現代社会において、子供

たちを取り巻く環境は、私たちが育ってきた

環境とは大きく変化しております。

特に、１９９０年代から始まった急速な都

市化や情報化の進展により、子供たちが自然

に触れる体験や日常生活の中で得られる体験

が減少し、地域社会においても、地域の人々

とのかかわり合いや触れ合う機会も極端に少

なくなってきております。

このように、子供たちを取り巻く環境の変

化により、教育環境でもさまざまな課題が山

積し、その内容は複雑化、困難化しているの

が現状であります。

そのような状況にありまして、平成１６年

に、地方行政の組織及び運営に関する法律第

４７条の５で、コミュニティ・スクール、学

校運営協議会制度が法制度化されておりま

す。この法律の趣旨は、学校運営協議会に与

えられた権限にあり、それは次のようなもの

であります。

１、校長が作成する学校運営に関する基本

方針を承認することができる。２、学校運営

について教育委員会または校長に対し意見を

述べることができる。３、教職員の採用、任

用に関して教育委員会に意見を述べることが

できるの３点であります。

そして、コミュニティ・スクールとは、公

立の小中学校に学校運営協議会を設置してい

る学校であり、学校運営に当たり、保護者や

地域住民が参画し、学校、教育委員会が一体

となって、子供たちや学校の抱える問題を解

決し、地域とともにある信頼できる学校をつ

くり上げていくと同時に、地域にとっての宝

であり、未来を担う貴重な財産である子供た

ちに、安心・安全な生活環境や教育環境をつ

くり出し、豊かな心を持った大人、たくまし

く生き抜く力を持った大人、地域を大事にす

る郷土愛を持った大人に育ってほしいという

願いから、地域総ぐるみで教え、育むことを

目的としています。

そして、近年、この制度の導入校は全国的

な広がりを見せており、青森県では、本年４

月に県内ではじめてのケースとして、十和田

市の洞内小学校、松陽小学校、大深内中学校

が指定校となっております。

全国的には、平成２１年４月現在４７８校

であったものが、平成２８年４月現在では

２,８０６校、４６都道府県、２９４市区町

村で導入されており、特に、平成２４年以降

は、毎年３５０から５００校が指定校として

増加しております。

これは、一つの例としてですが、山口県で

は、指定校数４４５校、指定率９９.８％と

いう全国でも群を抜いた数字の県も出現して

おります。

また、ここ数年で、コミュニティ・スクー

ル指定校の数が増加している要因として、こ

の制度がスタートしてから１０年が経過し、

既にコミュニティ・スクールを実施している

指定校からの情報や報告が蓄積され、それが

データ化されることにより、各教育関係機関

のこの制度に対する理解度が深まったことに

あると思われます。

平成２７年度の文部科学省のデータでは、

指定校の中で、大きな成果があったと報告さ

れた項目と学校割合は次のようになっており

ます。

学校と地域が情報を共有するようになっ

た、９１.４％。地域が学校に協力的になっ

た、８５.１％。特色ある学校づくりが進ん

だ、８２.７％。学校関係者評価が効果的に

行えるようになった、７９.５％。地域と連

携した取り組みが組織的に行えるようになっ

た、７９.３％。子供の安全・安心な環境が
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確保された、７９.２％。管理職の異動が

あっても継続的な学校運営がなされている、

７９.１％。校長、園長のリーダーシップが

向上した、７０.７％。学校の組織力が向上

した、６５.７％。教職員の意識改革が進ん

だ、６０.９％。保護者や地域からの苦情が

減った、４３.７％。いじめ、不登校、暴力

行為等の生徒指導上の課題が解決した、３

８.５％。児童生徒の学力が向上した、３７.

４％となっております。

このように、コミュニティ・スクール指定

校では、地域連携に関する成果だけでなく、

教職員の意識改革や学力向上、生徒指導の問

題解決においても、成果として認められてい

ることが結果として報告されております。

以上のようなことからも、コミュニティ・

スクールは、現在の教育環境において最も必

要とされる制度であると思っておりますの

で、本市でもこのコミュニティ・スクール導

入を早急に、強力に推進するべきと考えてお

ります。

また、昨年、種市市長が公約として出され

ましたマニュフェスト、ネクスト２０１９の

中で、三沢版コミュニティ・スクール導入が

うたわれております。

このことも踏まえた上で、本市におきまし

ては、長年の懸案事項として、コミュニ

ティ・スクール導入について、さまざまな角

度から調査・研究、対策等の検討を重ねてこ

られたこととは思いますが、次の３点につい

てお伺いします。

１、コミュニティ・スクールへの対応は、

これまでどのように行われていたのか。２、

現在はどのような対策、検討等が行われてい

るのか。３、コミュニティ・スクールの指定

校をされるつもりで検討しているのか。御答

弁をよろしくお願いいたします。

以上をもちまして、一般質問を終わらせて

いただきます。

○副議長（太田博之君） ただいまの下山光

義議員の質問に対する当局の答弁を求めま

す。

教育長。

○教育長（吉田 健君） 教育行政問題のコ

ミュニティ・スクール、学校運営協議会制度

への取り組みについてお答えいたします。

平成１６年９月９日施行、地方教育行政の

組織及び運営に関する法律第４７条の５にお

いて、教育委員会は、学校や地域の実情に応

じて、当該校を指定し、学校運営協議会を置

くことができると改正されました。

この改正による、コミュニティ・スクー

ル、学校運営協議会制度とは、学校運営協議

会を設置している学校を指すことになりま

す。

御質問の第１点目、コミュニティ・スクー

ルへの対応は、これまでどのように行われて

いたのかについてお答えいたします。

教育委員会の対応として、第１のコミュニ

ティ・スクールの設置は任意であることか

ら、改正の趣旨と改正法の概要の検証であり

ました。改正の趣旨として、コミュニティ・

スクールの設置は、地域とともにある学校支

援づくり及び目標の共有のための有効なツー

ルとして活用すること。

また、改正法の概要は、学校運営協議会の

主な役割と一定の権限として、校長が作成す

る学校運営の基本方針を承認すること。学校

運営について、教育委員会または校長に意見

を述べることができること。教職員の任用に

関して、教育委員会に意見を述べることの３

点が挙げられます。

平成２４年１０月には、三沢市小中学校校

長会の研修視察をして、全国に先駆けてコ

ミュニティ・スクールを導入している東京都

三鷹市の三鷹中央学園、三鷹市立第七小学校

を訪問いたしました。

その後、当教育委員会においても、三沢市

におけるコミュニティ・スクールの方向性を

校長会と協議し、課題や検討事項を取りまと

めいたしました。

御質問の第２点目、現在はどのような対

策、検討等がなされているのかについてお答

えいたします。
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これまでの検討や最新の動向から、本制度

の根幹は、既存の取り組みをベースにした、

地域住民等が学校運営に参加する仕組みづく

りであると考えております。

具体的なコミュニティ・スクールの仕組み

づくりは、三沢市の学校数等を含めた現状か

ら、次の三つが考えられます。

第１は、学校における学校支援ボランティ

アグループから学校運営協議会への発展。第

２は、学校評議員から学校運営協議会への発

展。第３は、学校関係者評価委員会から学校

運営協議会への発展。以上の仕組みづくりで

す。

各仕組みづくりが、学校と地域等にとって

適切であるのか検討してまいりました。昨年

度、市内小中学校の全校長に対して、コミュ

ニティ・スクールに関する意見及びアンケー

トを実施いたしました。

このアンケート結果では、第１の仕組みづ

くりである、各校における学校支援ボラン

ティアグループから学校運営協議会への発展

について、現状の支援ボランティアグループ

である交通安全、環境整備、学校図書館等の

ボランティアの確かな共同体制整備が必要で

あるとの意見が全ての学校から出されまし

た。

また、第２と第３の仕組みにづくりについ

ては、全ての学校から、現行で十分であると

の回答を得ました。

このことから、第１の学校支援ボランティ

アグループについての仕組みづくりが肝要で

あると捉えております。

御質問の第３点目、コミュニティ・スクー

ルの指定校をされるつもりで検討しているの

かについてお答えいたします。

これまでの検討内容から、当教育委員会に

おいては、市内全小中学校において、来年度

をめどに、三沢版コミュニティ・スクールと

して、学校と地域の人々が一体となった学校

支援力強化のための体制組織の構築を各学校

の経営方針と実情に即し、実施したいと考え

ております。

以上でございます。

○副議長（太田博之君） 下山議員。

○４番（下山光義君） 御答弁大変ありがと

うございました。

今、御答弁いただいた内容からしますと、

コミュニティ・スクール指定校に向けて着実

に進行していると理解できましたし、来年度

をめどに実行するというふうなお答えだった

と思うのですけれども、それに関しては大変

心強く思っていますし、実現に向けて可能性

が大きくなったのかなというふうに思ってお

ります。

また、コミュニティ・スクールに関しまし

ては、私は、教育問題だけでなくて、そのほ

かのさまざまな分野でも波及効果が出る制度

だというふうに思っておりました。

一つ申し上げますと、今、地域のコミュニ

ティーそのものが少し弱体化しているという

か、昔に比べて弱い状態になっていると思う

のです。その再生にもつながると思います

し、協働のまちづくりや地域創生というふう

なことにも効果が期待できるものと思ってお

りますので、ぜひ実現に向けて、よろしくお

願いしたいと思います。

それでは、３番目に答弁いただいた中か

ら、再質問をさせていただきます。

１点目でございますけれども、三沢版コ

ミュニティ・スクールというふうな話だった

と思うのですが、具体的な内容はどのような

ものなのか、お聞きしたいと思います。

２点目として、学校支援力強化のための体

制組織の構築とはどのようなものかをお伺い

いたします。御答弁をよろしくお願いしま

す。

○副議長（太田博之君） 答弁願います。

教育長。

○教育長（吉田 健君） 下山議員再質問の

三沢版コミュニティ・スクールとは、具体的

にどのようなものかについてお答えいたしま

す。

現在、市内全小中学校において、学校支援

体制組織として、交通安全、学区住民等によ
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るクラブ活動など、各学校が地域住民の皆様

にお願いし、学校の諸活動を支えていただい

ている学校支援ボランティアグループは３９

団体、９８２名であります。これらをさらに

発展させるため、市民の参画による地域に根

づいた学校教育の実現と強化を核とした三沢

版コミュニティ・スクールとしては、各学校

に学校と地域のパイプ役を果たす地域コー

ディネーターとして１名を配置し、また、地

域コーディネーターと教育委員会のパイプ役

として、総括コーディネーターを教育委員会

事務局に置くなど、学校を中心に地域の活性

化や結びつきを強める仕組みづくりを考えて

おります。

以上でございます。

２点目の学校に対してどのような支援をし

ていくかについてお答えをいたします。

現在、教育委員会で検討している事項は、

三鷹市または全国的に制度化にのっとった、

先ほど言った第１、第２、第３の回答にもあ

りましたが、その中で特化して、第１の学校

の支援に、全組織としての構築を考えており

ます。

例えば市立小中学校等、合計２２校の例と

比較してみますと、三鷹市では、三鷹市基本

計画を踏まえた教育分野の個別計画として、

三鷹市教育ビジョン２０２２の目標として、

地域とともに協働する教育。学校の経営力と

教員の力量を高め、特色ある学園・学校づく

りを掲げております。これは、７中学校校区

を三鷹市立の小中一貫校７学園とした経緯が

あります。

三沢市においては、地域とともに協働する

教育と、目指す方向性として、三鷹市と一致

する考えもありますが、下山議員の御提言に

もありましたが、現状の学区や学校数、児童

生徒数を考慮した場合、三沢版コミュニ

ティ・スクールにおいて、学園方式のコミュ

ニティ・スクールの計画・検討をとらず、各

校の実情においての支援に撤したいと考えて

おります。

以上でございます。

○副議長（太田博之君） 下山議員。

○４番（下山光義君） 御答弁いただきまし

て、大変ありがとうございます。と申しまし

ても、ちょっと中身のほうが、いまいちピン

と来ていませんでして、そこを理解するのに

ちょっと時間がかかっている状態でございま

す。

三鷹市に関しましては、コミュニティ・ス

クールの先進地域ですので、私も視察に行か

せていただきました。確かに教育長がおっ

しゃるとおり、小中一貫教育という形での学

園方式です。中学校１校、その下に小学校３

校あれば、これが一つの学園として、この中

でコミュニティ・スクールをやると。

ところが今の教育長の話ですと、三沢の場

合はそうはいきませということだと思うので

す。ですから、中学校、小学校、小学校、小

学校とあれば、例えば中学校区を一つのくく

りとしても、それは別々な形でやっていきま

すというふうな理解でよろしいのでしょう

か。そうですか。わかりました。それは、い

ろいろな形がございますので、ですから、三

沢版というふうなことだと思うのです。

ただ、私が再々質問の中に入れさせていた

だこうかというふうに思っていたのは、今言

うようなことでして、小中一貫教育を目指し

てやっている三鷹の例なのですけれども、そ

ういうふうなことが三沢では検討されている

のか、もしくは、これから検討していただけ

るのかというふうなことを言おうと思ってい

たのですが、その前に教育長のほうで、やっ

ていませんというふうな答えを先にいただき

ましたので、それはそれで。

ただ、この制度に関しましては、何回も申

し上げていますけれども、ぜひ取り組んでい

ただきたいし、早期に実現していただきたい

と思いますので、教育委員会の方もよろしく

お願いいたします。

以上でございます。

○副議長（太田博之君） 以上で、下山光義

議員の質問を終わります。

─────────────────
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○副議長（太田博之君） 以上で、本日の日

程は終了いたしました。

なお、明日も引き続き、市政に対する一般

質問を行います。

本日は、これをもって散会いたします。

御苦労さまでした。

午後 ２時３５分 散会


